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地 震 名 等 発 生 日 最大震度 地震規模(Ｍ) 断水戸数 断水継続期間

阪神・淡路大震災 平成７年１月17日 ７ 7.3 約 130 万戸 約３ヶ月

新潟県中越地震 平成16年10月23日 ７ 6.8 約 13 万戸 ※1約１ヶ月

新潟県中越沖地震 平成19年７月16日 ６強 6.8 約 5.9 万戸 20日

岩手・宮城内陸地震 平成20年６月14日 ６強 7.2 約 5.6 千戸 ※118日

東日本大震災 平成23年３月11日 ７ 9.0 約 256.7 万戸 ※1約５ヶ月

長野県神城断層地震 平成26年11月22日 ６弱 6.7 約 1.3 千戸 25日

熊本地震 平成28年４月14・16日 ７ 7.3 約 44.6 万戸 ※1約３ヶ月半

鳥取県中部地震 平成28年10月21日 ６弱 6.6 約 1.6 万戸 ４日

大阪府北部を震源とする地震 平成30年６月18日 ６弱 6.1 約 9.4 万戸 ２日

北海道胆振東部地震 平成30年９月６日 ７ 6.7 約 6.8 万戸 ※134日

福島県沖の地震 令和３年２月13日 ６強 7.3 約 2.7 万戸 ６日

福島県沖の地震 令和４年３月16日 ６強 7.4 約 7.0 万戸 ７日

※1 家屋等損壊地域、全戸避難地区、津波地区等を除く

時期 災害名等・地域 断水戸数 断水継続期間

平成30年１～２月 １月22日からの大雪等、２月４日からの大雪等（北陸地方、中国四国地方） 約 3.6 万戸 12日

平成30年７月 豪雨（広島県、愛媛県、岡山県等） 約 26.3 万戸 38日

平成30年９月 台風第21号（京都府、大阪府等）
台風第24号（静岡県、宮崎県等）

約 1.6 万戸
約 2.0 万戸

12日
19日

令和元年９月 房総半島台風(千葉県、東京都、静岡県） 約 14.0 万戸 17日

令和元年10月 東日本台風（宮城県、福島県、茨城県、栃木県等） 約 16.8 万戸 33日

令和２年７月 豪雨（熊本県、大分県、長野県、岐阜県、山形県等） 約 3.8 万戸 56日

令和３年１月 １月７日からの大雪等（西日本等） 約 1.6 万戸 ８日

令和４年８月 令和４年８月３日からの大雨等（秋田県、山形県、新潟県、福井県等） 約 1.4 万戸 18日

令和４年９月 台風第14号（熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県等）
台風第15号（静岡県）

約 1.3 万戸
約 7.6 万戸

9日
13日

令和５年１月 １月20日からの大雪等（石川県、三重県、大分県等） 約 1.4 万戸 ８日

令和５年７月 ７月15日からの大雨（秋田県） 約1.1 万戸 13日

令和５年８月 台風第６号（大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県） 約3.3 万戸 7日
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 近 年 の 自 然 災 害 に よ る 水 道 の 被 害 状 況 ～
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令和２年７月豪雨による土砂崩れに伴う管路破損や原水の濁度上昇等により、熊本県、大分県、長野県、岐阜県、

山形県など17県46事業者で計約38,000戸の断水が発生。特に、基幹管路を添架した橋梁の流出やアクセス道路の

崩壊により応急復旧に時間を要したため断水が長期化したほか、塩素消毒のみの浄水処理方式では原水濁度が正常

に戻るまで断水が継続した。

配水系統のネットワーク化により、被災していない別ルートからの給水や、地下水等の予備水源を活用できた事業

者においては、断水回避や比較的早期の断水解消が図られた。

送水管を添架していた道路橋の流出
（熊本県球磨村）

河川氾濫で浸水した取水井戸
（山形県雄花沢市）

土砂崩れ等で破損した取水施設
（熊本県八代市）

断
水
戸
数

（戸）

8/28
断水解消

災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 令 和 ２ 年 ７ 月 豪 雨 に よ る 水 道 の 被 災 ・ 復 旧 状 況 ～
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 令 和 ４ 年 台 風 第 １ ５ 号 に よ る 水 道 の 被 災 ・ 復 旧 状 況 ～

台風第15号により、停電、配水管の破損等が発生したため、静岡県の７事業者で計約76,000戸の断水が発生。（う
ち、停電11,300戸、取水施設破損・閉塞等59,884戸、配水管破損等6,243戸）
取水施設が土砂・流木により被災し、河川水位が高い状態が続いたため、土砂等撤去に時間を要するケースがあっ
た。

配水管等の復旧により、１０月７日までに断水が解消。

■静岡県（７事業者）

断
水
戸
数

（戸）

最大断水戸数
76,043戸

10/7断水解消

流木・土砂等の流入により閉塞した取水施設

流木等が堆積し落橋した水管橋
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 水 道 管 の 凍 結 ・ 破 損 に よ る 大 規 模 断 水 の 被 害 状 況 ・ 防 止 策 に つ い て ～

①凍結防止対策の徹底

水道事業者が定めている給水装置工事に関する設計基準などに凍結防止の方法等を明記して対策を徹底する。

水道利用者に対しても、多種多様な手段を用いて随時広報を行う。

②空き家対策の徹底

空き家への対応

検針データにより水道を使用していない家屋等をあらかじめ特定しておき、チラシ等により周知した上で止水栓を閉栓する。
積雪後では水道メータ位置把握は困難となるため、空き家などについては、冬が来る前に止水栓の閉栓をしておくことが重要。

水道法第15条第2項により、災害その他正当な理由があつてやむをえない場合にはその間の給水停止が可能であるため、
チラシ等により周知した上で空き家の止水栓の閉栓を行っておくことが重要。

常時居住していない家屋への対応
水道の利用者に対し、冬期に不在にする場合は、止水栓の閉栓や水抜きを実施しておくよう、秋季から注意喚起を図ることが重要。
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 危 機 管 理 対 策 マ ニ ュ ア ル 策 定 指 針 に つ い て ～

これまでの災害対応等で顕在化した課題や知見等を反映しつつ、効率的に危機管理マニュアルを策定できる

よう、共通部分となる災害対策の基本条件を整理した「危機管理対策マニュアル策定指針【共通編】」を新

たに策定し、これに併せ、各種の危機管理マニュアル策定指針を改訂。

国土強靱化年次計画2022において、「危機管理マニュアルの策定率」が2023年度末までに100%に引き上げ
る目標が掲げられている。

マニュアル未作成の事業者においては、危機対応を円滑に処理するため、「危機管理対策マニュアル策定指

針【共通編】」や各種マニュアル策定指針を参考に、マニュアル策定に取り組まれたい。
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 危 機 管 理 マ ニ ュ ア ル の 策 定 率 （ 令 和 ２ 年 度 ） ～
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 災 害 時 に お け る 水 道 の 復 旧 等 に お け る 自 衛 隊 派 遣 要 請 に つ い て ～

災害で水道施設が大規模に被災した場合、水道事業体の応援給水に加え、自衛隊に応急給水に係る災害派

遣要請を行っている事例がある。

令和4年台風15号により静岡市の取水口が被災した事案においては、自衛隊が災害派遣活動として、取水

口を塞いだ土砂等の撤去作業の一部を実施。
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各地方整備局等が建設機械として保有している散水車（給水装置付）は、下表のとおり。

散水車（給水装置付）は、災害時に各地方整備局等の事業実施に影響が無い場合、無償での貸与が可能であるが、引き渡し

後の運転に係る燃料、運転手などは、原則、要請者（水道事業体）で準備すること（機械貸付）が基本となっているとのこ

と。なお、各地方整備局等が保有している散水車（給水装置付）は、日常から水道水のみを搭載し、給水装置についても適

正に維持管理が徹底されており、貸与が決定した際にはタンク内を洗浄してから、タンクを空の状態で派遣。

その他、各地方整備局等において、ペットボトル等を備蓄しており、要請に応じて迅速に提供することが可能とのことであ

るので、支援内容、要請方法など各地方整備局等と事前に確認しておくことが望ましい、

地整 規格 所属事務所 事務所住所

北海道 6,300L、給水装置付 帯広道路 北海道中川郡幕別町札内西町７３－６

北海道 6,300L、給水装置付 札幌道路 北海道札幌市豊平区月寒東２条８丁目３－１

北海道 6,300L、給水装置付 函館道路 北海道北斗市追分４丁目１１－２

北海道 6,300L、給水装置付 旭川道路 北海道旭川市神楽１条６丁目

北海道 6,300L、給水装置付 釧路道路 北海道釧路市貝塚３丁目３－１５

北海道 6,300L、給水装置付 苫小牧道路 北海道苫小牧市日吉町２丁目１－５

北海道 6,300L、給水装置付 岩見沢道路 北海道岩見沢市日の出北２丁目１－５

北海道 6,300L、給水装置付 小樽道路 北海道小樽市長橋４丁目１４－３４

北海道 6,300L、給水装置付 室蘭道路 北海道登別市大和町２丁目３４－１

北海道 6,300L、給水装置付 北見道路 北海道北見市西三輪５丁目９番地１

北海道 6,300L、給水装置付 倶知安開発 北海道虻田郡倶知安町北７条東１丁目４番地９号

北海道 6,300L、給水装置付 千歳道路 北海道千歳市北斗６丁目１３－３

北海道 6,300L、給水装置付 旭川道路 北海道旭川市神楽１条６丁目

北海道 6,300L、給水装置付 札幌道路 北海道札幌市豊平区月寒東２条８丁目３－１

北海道 6,300L、給水装置付 留萌開発 北海道留萌市堀川町２丁目７８

北海道 6,300L、給水装置付 稚内道路 北海道稚内市潮見５丁目７－３７

北海道 6,300L、給水装置付 八雲道路 北海道二海郡八雲町東雲町２３

北海道 6,300L、給水装置付 札幌道路 北海道札幌市豊平区月寒東２条８丁目３－１

東北 6,300L、給水装置付 仙台河川国道 宮城県仙台市太白区あすと長町4丁目1番60号

東北 6,300L、給水装置付 秋田河川国道 秋田県秋田市山王1丁目10-29

関東 4,700L、給水装置付、プラウ付 東京国道 東京都千代田区九段南1-2-1

関東 4,700L、給水装置付、プラウ付 東京国道 東京都千代田区九段南1-2-1

関東 4,700L、給水装置付、プラウ付 大宮国道 埼玉県さいたま市北区吉野町1丁目435番

関東 4,700L、給水装置付、プラウ付 千葉国道 千葉県千葉市稲毛区天台5-27-1

地整 規格 所属事務所 事務所住所
関東 4,700L、給水装置付、プラウ付 千葉国道 千葉県千葉市稲毛区天台5-27-1

関東 6,300L、給水装置付 横浜国道 横浜市神奈川区三ッ沢西町13－2

関東 6,300L、給水装置付 宇都宮国道 栃木県宇都宮市平松町504

関東 6,300L、給水装置付 常陸河川国道 茨城県水戸市千波町1962-2

北陸 6,300L、給水装置付 北陸技術 新潟県新潟市西区山田2310-5

北陸 6,300L、給水装置付 北陸技術 新潟県新潟市西区山田2310-5

中部 6,300L、給水装置付 浜松河川国道 静岡県浜松市中区名塚町266

中部 6,300L、給水装置付 名古屋国道 名古屋市瑞穂区鍵田町二丁目30番地

近畿 4,700L、給水装置付、プラウ付 大阪国道 大阪市城東区今福西2-12-35

近畿 6,300L、給水装置付 紀南河川国道 和歌山県田辺市中万呂142

中国 6,300L、給水装置付 三次河川国道 広島県三次市十日市西6丁目2番1号

中国 6,300L、給水装置付 山口河川国道 山口県防府市国衙1丁目10番20号

四国 6,300L、給水装置付 土佐国道 高知市江陽町２番２号

四国 6,300L、給水装置付 香川河川国道 高松市福岡町4-26-32

四国 6,300L、給水装置付 松山河川国道 松山市土居田町797-2

九州 6,500L、給水装置付 九州技術 福岡県久留米市高野1丁目3番1号

九州 6,500L、給水装置付 宮崎河川国道 宮崎県宮崎市大工2丁目39

沖縄 6,500L、給水装置付 南部国道 沖縄県那覇市港町2-8-14

沖縄 6,500L、給水装置付 南部国道 沖縄県那覇市港町2-8-14

表 各地方整備局等が保有する散水車（給水装置付）一覧

災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 災 害 時 に お け る 国 土 交 通 省 に よ る 給 水 支 援 等 に つ い て ～
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 水 道 に お け る 「 防 災 ・ 減 災 、 国 土 強 靱 化 の た め の ５ か 年 加 速 化 対 策 」 に つ い て ～

○ 近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震が切迫している状況等

を踏まえ、取組の更なる加速化・深化を図るため、政府において「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化

対策」（以下、「５か年加速化対策」という。）を策定

○ ５か年加速化対策の趣旨を踏まえ、引き続き、水道施設の強靱化に関する取組を要請
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 上 水 道 管 路 の 耐 震 化 対 策 （ 国 土 強 靱 化 ） ～
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災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 水 道 施 設 （ 浄 水 場 等 ） の 耐 災 害 性 強 化 対 策 （ 国 土 強 靱 化 ） ～
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地震や風水害等の自然現象などにより災害が発生し、水道施設が甚大な被害を受けた

場合、被災水道事業者等においては、応急給水、応急復旧等の諸活動を計画的かつ効

率的に実施することが求められる。

災害等により緊急事態が発生した場合には、施設等の損壊を最小限にとどめつつ、最

小限の人員で水道水を安全・安定的に供給するという中核となる事業を継続し、早期

復旧を可能とするため、事前に発災後の活動、その際に使用する資機材等の備蓄・整

備、緊急時における事業継続の方法及び手段などをまとめた計画を作成しておくこと

が求められる。

改めて、各水道事業体内において、計画等を再確認いただくとともに、計画を策定し

ていない水道事業体においては早急に策定していただくようにお願いする。

災 害 対 策 ・ 危 機 管 理

～ 災 害 に 備 え た 事 前 対 策 に つ い て ～


